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論文要旨（800 字から 1200 字，英文の場合は 300 から 450 語） 

 長野県では、０２年７月以降、「長野県公共工事入札等適正化委員会」において、談合の

ない入札制度に改革するための方策が検討されており、同委員会で合意された事項は、順

次、実行に移されている（報告者は適正化委員会の委員長を務めている）。 

今回の報告は、適正化委員会が０３年４月２５日に公表した「長野県の入札制度改革－

中間とりまとめ－」に基づき、同県の入札制度改革のいままでの「成果」と今後の「課題」

を紹介・解説する。 

 同県の入札制度改革最大のポイントは、指名入札を廃止し、「誰でも入札に参加でき、か

つ、誰が入札に参加したかが分からない入札方式」へ全面的に移行したことである。委託

業務については０２年１１月から、また、建設工事を含めて０３年２月以降は、全面的に

受注希望型競争入札方式に移行している。 

入札制度を改革した前と後の平均落札率（予定価格に対する落札価格の割合）・予算節約

額の推移は、以下のとおりである。 

 

＜平均落札率の推移＞ 

[建設工事]０１年度・平均落札率９７．４％（０２年４月－０３年１月・９４８％） 

→０３年２月以降・７５．５％                         

[委託業務]０１年度・平均落札率９５．３％（０２年４月－０２年１１月・８８．４％）

→０２年１２月以降・４６．４％ 

＜予算節約額の推移＞ 

 ０２年度の予算額と落札金額との差額（＝予算節約額）は、約８５億９５００万円

に上り、０１年度の４１億７０００万円より約４４億円増加した。 

  ０２年度当初から指名入札を廃止して受注希望型競争入札に全面的に移行していた

場合は、０２年度全体で３０６億円の予算が節約された計算になる（これは、長野県

が０２年度公共事業予算総額１１７５億円の約２６％に相当する）。 

＜今後の課題＞ 

 長野県は、入札制度改革により談合排除と予算節約を達成したが、①いかにダンピ

ングを排除するか、②いかに工事品質を確保するかなどの課題があり、０３年４月か

らは最低制限価格制の導入、検査担当官の大幅増員等の対策を講じている。 


